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釜⽯リージョナルコーディネーター協議会

【団体の概要】

・2013年4⽉、岩⼿県釜⽯市が導⼊した総務省制度による復興⽀援員（釜
援隊）の運⽤管理を⽬的として設⽴。2021年3⽉に復興⽀援員の活動を
終了。

・活動期間中、のべ 29⼈のコーディネーターが在籍。被災地コミュニティの再建⽀
援や⽣業の再建⽀援などの復興⽀援事業にあたり、地域と地域、地域と⾏政、
市の内外を結ぶ「リージョナルコーディネーター（地域の調整役）」として活動。

・2018年より起業型地域おこし協⼒隊の運⽤管理、2021年から担い⼿型地域
おこし協⼒隊の企画設計、管理運⽤を開始。

・まちづくりの⿊⾐（くろこ）として、現在までに45名の地域づくり⼈材をサポート。

１. 団体の概要と取り組みの経緯
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８年間の活動で

・地域住⺠間の⾒守りあい活動の体制構築
・復興公営住宅の⾃治組織の活動
・震災・復興を次世代に伝える伝承事業の構築
・観光振興ビジョンの策定
・⼀次産業など地域の⽣業再⽣
・被災商店街の再建

などの28プロジェクトに取り組む
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地域の視点

隊員の視点

プロジェクト化をするときの⼤切な視点

協働プロジェクトは基本的に
双⽅の視点の交点で⽣成する
＝どちらかだけが100％の
ものはない︕

独⾃の活動

独⾃の活動

協働プロ
ジェクト
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【新しいへの取り組み経緯】

2021年3⽉に復興創⽣期が終了。

これまでの地域とのかかわりしろを活かすためには︖

「復興への取り組みからの学びを、地⽅創⽣の
流れに確実に結びつけるための⼈材活⽤と具体的
な打ち⼿の設定、その横展開の事業化に着⼿」
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現状
震災後に顕在化した課題
や未だ解決していない、継
続して関わる必要のある課
題が存在。

⽬標
⼈⼝が減少しても地域課
題や産業進⾏が図られ、
地域の魅⼒・活⼒が維持さ
れるまちづくり

道筋
①官⺠協働の環境を創る
②住⺠の主体性を創る

地域とともに学び、創る環
境づくり

ハードの復旧・コミュニティの再形成
震災復旧

新たな価値の創出
地⽅創⽣

2021年
2025年

にぎわい・なりわい・くらしの再⽣
震災復興2011年

2025年、団塊の世代が後期⾼齢者となると、地域の活⼒や包摂
⼒はさらに低下し、、それまで当たり前に地域に提供されていた⾏政
サービスも財源不⾜により低下することが予想される。それまでの間
に「地域で出来ることは地域の責任のもと、地域の⼒で取り組む」体
制の構築が必要になる。

2. 実現したいビジョン︓2025年への挑戦
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・地⽅創⽣分野への展開に向けて地域コーディネーター機能へのニーズは⾼い
・地⽅創⽣財源、睡眠預⾦、ふるさと納税など活⽤可能な財源の存在
・同様の課題を抱える地域は多く、事業を横展開する市場は多い

・復興⽀援⽂脈の活動のため、外部⼈材が主流
・復興コーディネーターという既存イメージが固定
・現状の事業は社会性は⾼いが収益性が
⾒込めない
・現状の財源は⾏政委託費のみ
・フリーランスの集合体

・復興コーディネーターとしての活動領域と内容への評価
・８年間の活動を通した地域とのつながりが強固
・地域のステークホルダーとの信頼関係
・在籍コーディネーターのスキルの多様性
・知名度と今までのつながりから、活動への注⽬度は⾼い

・コロナ禍による関係⼈⼝還流量の低下
・同様の取り組みは多く、明確な差別化が必要
・社会性事業におけるコーディネート業務の収益性の低さ

3. 環境分析 現状の課題と打ち⼿の抽出
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4. 取り組むべき課題 〜３つのトランスフォーメーション

組織

事業

・⾏政主導から地域主導の組織体制へ（優先）
・マネジメント⼈材の発掘と育成

・社会性事業と収益性事業のバランス確保
・⾃主財源確保に繋がる事業の確⽴（優先）

財源 ・ファンドレイジング戦略による⾏政委託費以外の
セカンドライン財源の獲得・⽣成（優先）

・地域拠出の基⾦設⽴を視野に⼊れた財源研究

「社会性事業は⾏政がやるもの」
「社会性事業は採算が合わない」
「社会性事業の財源は補助⾦だけ」

という既成概念からの脱却
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5.実⾏戦略(1) 組織のトランスフォーメーション
“⾏政主導の委託先” から ”官⺠連携のパートナーシップ加速組織”へ

今までの⾏政中⼼の課題解決では

・⾏政の役割は「拡⼤」
・協議会は単なる「委託先」
・市⺠はサービスの「受け⼿」
→役割が分化してしまっている

協議会の改組により

・視点を合わせた⼀体的な枠組みの組成
・課題発⾒から事業化のプロセスが加速
・復興⽀援事業の実績を⽣かして連携
促進
→地域⼀体となった課題解決の
プラットフォームに改組

⾏政
市⺠

協議会

コーディネーター

市⺠

⾏政
協議会

2021年 2023年

コーディネーター

⇄

⇄

⇄
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収益性

⾼

低

⾼低
ミッション

10

商店街の
担い⼿育成

地域の⾒守
り体制構築

事業者連携
⽀援

⾼校魅⼒化
コーディネ
ーター事業

⼀次産業の
担い⼿育成

コミュニティ
ナース・暮ら
しの保健室

ものづくり企
業⽀援事業

他地域への展
開・コンサル
ティング事業

地域おこし協
⼒隊運⽤事業

⿊字︓復興⽀援事業から継続する既存事業
⾚字︓収益性を確保するための新規事業

コミュニティ
コーディネー
ト事業

社会性収益事業

社会性事業

収益事業

【事業の概観】
復興⽀援業務への取り組みから抽出された地域
課題の解決スキームを事業化
【事業の分類】
社会性事業 ︓⾏政主導⾊の強い事業領域
社会収益性事業︓社会性事業領域の中でも⾼い

専⾨性をもって⾏う事業
収益性事業︓専⾨性が著しく⾼く、⺠業の領域

で⾏う⽅が効果的な事業

6.実⾏戦略(2) 事業のトランスフォーメーション︓事業領域と分類
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社会性収益事業財源
（既存事業の持続可能性を担保する半事業財源）

現在の財源

今後開発する３財源

社会性事業財源
（補助⾦を主流とした既存財源）

補助⾦

ふるさと納税・睡眠預⾦・寄付
（地域課題解決に地域参加を促す財源）

収益事業財源
（戦略的投資を可能にする⾃主財源

事業収益

＋

7.実⾏戦略(3)財源のトランスフォーメーション︓セカンドライン財源の開発
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・「オープンシティ釜⽯」ーかかわりしろを“さらに”増やす

多様な企業・団体・⼈材と協働することで、地域に新たな活
動のきっかけや可能性を⽣み出し、⼈⼝が減少していく中で
地域の活⼒を維持することを⽬指した取組を⽀援する。

・「地域×隊員」ーそれぞれの発意から⽣まれる
新しい地域協⼒活動ー

外部の視点で⾒つめるからこそ気づくことのできる地域の魅
⼒や強み、また、課題や困りごとを発掘し、地域のなかで住
⺠と共に地域課題の解決に向けた活動を創造する『担い⼿型
地域おこし協⼒隊』の取組みを⾏う。

８.社会的インパクトの達成に向けた新しい取り組みのコンテクスト
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・地域住⺠と⼀緒に健康なまちづくりを推進
コミュニティ・ナース

・地域の⽊材資源の利⽤促進
林福連携事業の推進

・釜⽯の⽔産業を盛り上げる
漁業の担い⼿育成と流通（市場・⼩売現場）の活性化

・遊休農地を活⽤した地域の活性化
加⼯⽤作物の栽培（トマト・蕎⻨）と製品化に向けた
地域⾷品加⼯業者との連携創出

・地域を代表する農作物の⽣産増量と商品化への取り組み
GIを取得した甲⼦柿の磨き上げ

・地域資源を活⽤した魅⼒発信
地域資源のディレクション

９.担い⼿型地域おこし協⼒隊のミッション
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